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事業概略書 

 

事 業 名 

 

医療観察法対象者の社会復帰に関する先駆的実践事業及び精神障害者の

地域生活移行を実現する生活実践型地域生活移行支援モデルの確立に関

する研究 

 

事 業 目 的 

 

 通院処遇となった医療観察法対象者を複数人受け入れ、社会復帰促進を図

っている公設の生活訓練施設を対象に、質問紙調査及びインタビュー調査を

通じて、医療観察法対象者の支援方法と非対象者の支援方法の類似点、差異

点を明らかにし、医療観察法対象者支援モデルを明らかにすることを目的と

した。合わせて、地域生活移行を促進していくためには、病院と地域をつ

なぐ中間的支援として生活訓練が重要であることから、より詳細な再分析

を行うことで、平成 20 年度研究で得られた標準的な宿泊型自立訓練及び

自立訓練（生活訓練）の支援モデルを補強することを目的とした。 

事 業 概 要 

 全国の中間的支援施設に対し、医療観察法対象者の受け入れ状況に関す

る質問紙調査を実施し、実態を明らかにした。さらに、医療観察法対象者

の受け入れ促進要因を明らかにした。また、受入れ実績のある中間的支援

施設及び関係する地域ケア関係者にインタビュー調査を実施し、医療観察

法対象者の支援モデルを定義した。 

 合わせて、平成 20 年度研究で得られた標準的な生活訓練宿泊型及び通

所型支援モデルに対しより詳細な分析を行い、新たな知見を得た。 

事業実施結果 

及び効果 

（１）医療観察法対象者受入れに関する基礎的なデータを収集した 

 受入実績のある施設は年々増加しており、今後受入れる予定と回答した

施設は59施設（32.8％）であった。 

（２）医療観察法対象者に対する支援モデルを明らかにした 

 支援内容については、医療観察法対象者であっても大きく変わらない。

今後は、支援コーディネータの明確化、処遇終了後の体制の明確化、報酬

体制の整備といった点が重要である。 

（３）当施設の支援モデルの特徴を明らかにした 

定量的なデータから、支援会議の重要性及び明確な目的を持った「みまも

り」の重要性についての示唆が得られた。 
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